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1. 組織改編の背景と狙い  

本邦における人口動態の変化による競争の激化、AI や IoT などのテクノロジーの進化、脱炭素に代表されるサステ

ナビリティへの世界的な気運の高まり、地域分散型社会の進展などの過去に例のない環境変化を踏まえ、変化対応

業である食品卸として、変化を超えて生き残る企業であるための企業変革が求められている。 

 

これらの外部環境を踏まえ、同社は、顧客である得意先と成長を共にしながら、持続可能なサプライチェーンを構築

すべく、得意先・生活者起点の「マーケット・イン型ビジネスモデル」へと転換し、「中経 2023」で目指すビジョンである

「次世代食品流通業への進化」の実現を加速するため、今般の組織改編を実施することとした。 

 

 

2. 組織改編のポイント 

(1) エリア統括制への移行 

加食・低温・酒類・菓子のカテゴリーを軸とした事業本部制から、得意先・生活者を起点とした「エリア統括制（東日本

営業・西日本営業・広域営業）」へ移行することで、「マーケット・イン型組織」への転換を加速する。尚、統括組織の改

編に合わせ、営業第一本部を「首都圏支社」に、営業第二本部を「関東支社」に名称変更する。また、「広域流通本部」

を新たに設置し、ドラッグストア対応組織（現戦略市場本部）、EC、広域流通企業対応組織を集約する。 

 

 

(2) 商品統括の設置・商品開発機能の強化 

「商品統括」を新たに設置し、メーカー対応機能を集約する。また、管下に現在各事業本部が有するオリジナル商品

開発機能を統合した「国内商品開発本部」及び「輸入商品開発本部（現ディストリビューター本部）」を設置することで、

商品開発機能を強化する。 

 

 

(3) 新規事業の強化加速 

「次世代事業統括」を新たに設置し、CDO と兼務とすることで、全社デジタル戦略と連動した DX 及びデジタルマーケ

ティング事業などの新規事業領域の強化を加速する。また、管下のマーケティング本部を「マーケティング開発本部」

に名称変更する。 

 

 

(4) 営業企画本部の設置 

「営業企画本部」を新たに設置し、全社経営戦略と連動した全社営業戦略の立案・実行を推進すると共に、「中経

2023」における重要施策である「地域での取り組み」を全社として推進する体制を強化する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

3. 執行役員人事 

(1) 新任（2022年 4月 1日付） 

 
 

 

(2) 昇役（2022年 4月 1日付） 

 

 

(3) 退任（2022年 3月 31日付） 

常務執行役員  山名一彰、山本泰生 

執行役員  桜井信彦、近藤貴俊、鈴木信彦、千田建 

※鈴木氏については、2022年 4月 1日以降は、「広域営業統括付」として引続き勤務致します。 

 

(4) 再任（2022年 4月 1日付） 

社長執行役員  京谷裕 

常務執行役員  榎本孝一、田村幸士、橋本和典、細田博英、片岡博彰 

執行役員  竹島健二郎、若林哲也、山口慶文、江橋邦夫、山口勉、下山直樹、植村広史、田中正史、 

金子昇、山根隆幸、横山達久、佐藤達也 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

4. 関連人事（2021年 4月 1日付） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

5. 執行役員体制（2022年 4月 1日付）（計 26名） 

 
（役位順。非役付執行役員は、生年月日順） 

 



 

 

 


